
 
8.  東京都 

エコタウン名称 東京スーパーエコタウン 

承認年 平成 15 年 

エコタウンの特長 

 東京都は、首都圏の廃棄物問題の解決と環境産業の立地を促進

し、循環型社会への変革を推進することを目的に、国の都市再生プロ

ジェクトの一環として、東京都臨海部において、都有地を活用した廃

棄物処理・リサイクル施設の整備を進めています。 

 事業の基本的スキームとして、東京都が施設の立地に必要な都有

地を確保し、整備する施設及び事業者の決定を行うとともに、計画全

体の推進及び調整に当たります。選定された事業者は、都有地を取

得し、施設の整備・運営は自ら行います。 

URL 
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/resource/recycle/super_eco_town/index.

html 

自治体の取組 

財政面の支援 

例) 補助

金、優遇措

置、等 

なし 

事業面の支援 

例) 独自の

認定制度、

展示会、商

談支援、等 

なし 

その他 

例) 産官学

連携、協議

会等の設

置、情報発

信、等 

・環境局のホームページで各施設の環境

情報を発信している。 

・スーパーエコタウン内施設の一般都民

等を対象とした見学会を開催している。 

問合せ先窓口 

担当部署名 環境局廃棄物対策部資源循環推進課 

担当者名 スーパーエコタウン担当 

連絡先 

電話番号 03（5388）3593 

FAX 03（5388）1381 

E メールアドレス S0000635＠section.metro.tokyo.jp 
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8.1   日本環境安全事業株式会社 

8.1.1  事業者情報 

名    称  日本環境安全事業株式会社 

本社住所 〒105-0014 
 東京都港区芝 1 丁目 7 番 17 号  

住友不動産芝ビル 3 号館４Ｆ 

資本金、出資金     600,000 千円（全額政府出資）        

従業員数     267 人（平成 25 年 3 月 31 日現在） 

設立年月日  平成 16 年 4 月 1 日  

URL http://www.jesconet.co.jp 

事業概要 

 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理に係る事業及び環境の保全に関する情報

又は技術的知識を提供する事業並びにこれらに付帯する事業  

 「日本環境安全事業株式会社法（平成 15 年 5 月 16 日 法律第 44 号）」 

事業所写真 

 

問合せ先窓口 

部署名 日本環境安全事業株式会社 東京事業所 

担当者名 加藤 敏勝 

連絡先 

電話番号 03-3599-6876 

FAX 03-3599-6077 

E メールアドレス t-kato＠jesconet.co.jp 
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8.1.2  技術情報 

キーワード  ＰＣＢ廃棄物の処理 

技術名称  水熱酸化分解方式、脱塩素化分解方式 

技術の分類  有害廃棄物処理 

目的・用途 

 良好な環境の保全を目的として、安全で確実な処理と情報公開を重視し、ＰＣ

Ｂの無害化処理事業を遂行するとともに、環境保全のための技術の蓄積と人材

の育成を図る。 

特長  我が社は、国の環境施策を実行する国策会社である。 

設備、製品等の

写真、イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処理フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物の種類 

有償  廃 PCB 受入条件、形状  トランス類 

有償  廃 PCB 受入条件、形状  コンデンサ類 

有償  廃 PCB 受入条件、形状  ＰＣＢ油類 

有償  廃 PCB 受入条件、形状  低濃度ＰＣＢ油 

供給資源・製品 

 鉄 形状  不定形 

 銅 形状  不定形 

 アルミ 形状  不定形 

 ステンレス 形状  不定形 

 真鍮 形状  不定形 

   ― 102 ― 



アピールポイント 

廃棄物等排

出者側のメリ

ット 

例) 処理料

金、買取料

金、環境負

荷削減効

果、等 

 ＰＣＢ無害化処理を行った後に発生する処理物

を有価物と産業廃棄物に分別し、有価物は売却、

産業廃棄物は社外に処理委託し、処理残渣や碍

子等の産業廃棄物も熱源やセメント補助原料、再

生砕石等として再資源化を行っている。 

その他 

例) 受賞

歴、施設見

学受入者

数、等 

 環境保全教育やＩＳＯ１４００１の仕組みの中で、

緊急時の対応訓練を行い、環境トラブルの未然

防止に取り組んでいます。（２０１３年３月 運転会

社 危険物取扱者 消防庁総監表彰） 

 幅広い見学者層にＰＣＢ処理について、動画や

音声による説明、英語併記、わかりやすい文字や

サインを使った表記等の工夫をしている。（平成２

４年度 ８２３人） 

 

8.1.3  実績情報 

 
品目名 平成 20 年度 平成 24 年度 単位 

処理実績量の推移 

 トランス類 232 510 台 

 コンデンサ類 2,243 6,241 台 

 ＰＣＢ油類 74 186 ｔ 

 低濃度ＰＣＢ油 1,707 1,567 ｋｌ 

受入可能量 
 処分等のための保管

量上限 
-  811.4  ㎥ 

販売実績量の推移 

 鉄 106.0  460.8  ｔ 

 銅 3.8  54.8  ｔ 

 アルミ 8.0  31.6  ｔ 

 ステンレス 17.1  5.2  ｔ 

 真鍮 3.8  9.4  ｔ 

主な調達先 
 ＰＣＢ廃棄物の保管事業者 

主な供給先 
 一般競争入札による業者 
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8.2  株式会社フューチャー・エコロジー 

8.2.1  事業者情報  ※ 技術情報、実績情報なし 

名    称 株式会社フューチャー・エコロジー 

本社住所 〒143－0002 東京都大田区城南島 3-2-14 

資本金、出資金  176,000 千円        

従業員数  103 人 

設立年月日 平成 13 年 12 月 19 日 

URL http://www.f-eco.co.jp 

事業概要 

* 電気・電子情報機器の補修、整備 （リユース）                                          

* 電気・電子情報機器の再資源化 （リサイクル）                                                                                                                                         

* その他環境関連コンサルタント事業等 

事業所写真 

 

  
 

問合せ先窓口 

部署名 管理部 

担当者名 松川 強 

連絡先 

電話番号 03-3799-7153 

FAX 03-3799-0539 

E メールアドレス matsukawa＠f-eco.co.jp 
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8.3  成友興業株式会社 

8.3.1  事業者情報 

名    称 成友興業株式会社 

本社住所 〒197－0802 東京都あきる野市草花 1141 番地 1 

資本金、出資金 272,000,000 円 

従業員数  160 人 

設立年月日 平成 50 年   

URL http://www.seiyukogyo.co.jp/ 

事業概要 

舗装工事業、土木工事業、とび・土工工事業、水道施設工事業、造園工事

業、産業廃棄物処理業、 汚染土壌処理業、再生建設資材生産販売事業、

運送事業 

事業所写真 

 

問合せ先窓口 

部署名 管理本部 

担当者名 青木 泰三 

連絡先 

電話番号 042-558-4111 

FAX 042-558-4166 

E メールアドレス aoki＠seiyukogyo.co.jp 
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8.3.2  技術情報(1) 

キーワード がれき処理、優良産廃処理業者認定 

技術名称 中間処理業 

技術の分類 破砕・選別 

目的・用途 コンクリートガラを受入れ再生砕石を製造する 

特長 100％リサイクルを目指す 

設備、製品等の写

真、イメージ 

 

処理フロー図 

 

廃棄物の種類 産廃 がれき類 受入条件、形状 

コンクリートガラ、30

㎝以下  アスベスト

含有は受入不可 
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アピールポイント 

廃棄物等排出

者側のメリット 

例) 処理料

金、買取料

金、環境負荷

削減効果、等 

運搬距離 

製品購入者側

のメリット 

例) 環境負荷

削減効果、製

品の品質、販

売価格、等 

販売価格 

その他 
例) 受賞歴、

施設見学受入

者数、等 

優良産廃処理業者認定 

 

 
8.3.3  技術情報(2) 

キーワード 加熱すりもみ、JIS 認証、再生骨材 H 

技術名称 中間処理業 

技術の分類 その他（ 再生骨材 H 品質 ） 

目的・用途 生コンクリート原料の製造 

特長 JIS 認定品 

設備等の写真 
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処理フロー図 

 

廃棄物の種類 産廃 がれき類 受入条件、形状 
アスベスト含有は

受入不可 

アピールポイント 

廃棄物等排出

者側のメリット 

例)処理料金、

買取料金、環

境負荷削減効

果、等 

天然骨材と同等品の製造、天然骨材の枯

渇を延命する 

製品購入者側

のメリット 

例)環境負荷

削減効果、製

品の品質、販

売価格、等 

販売単価、最新技術によるポイントアップ 
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8.3.4  技術情報(3) 

キーワード 汚染土壌 

技術名称 汚染土壌処理 

技術の分類 その他（ 汚染土壌処理 ） 

目的・用途 100％リサイクル 

特長 浄化処理施設（不溶化）、分別処理施設（異物除去、含水調整） 

設備等の写真 

 

処理フロー図 

 

廃棄物の種類 有償 その他（  土壌  ） 受入条件、形状 
第二溶出量

基準値以下 
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アピールポイント 

廃棄物等排出

者側のメリット 

例)処理料金、

買取料金、環

境負荷削減効

果、等 

運搬距離、運搬回数 

製品購入者側

のメリット 

例)環境負荷

削減効果、製

品の品質、販

売価格、等 

販売価格 

 
 

8.3.5  実績情報 

 
品目名 

平成 20 年

度 

平成 24 年

度 
単位 

処理実績量の推移 

がれき類 － 124,359 ｔ 

汚泥 － 40,169 ｔ 

汚染土壌 － 13,574 ｔ 

受入可能量 

がれき類 -  150,000 ｔ 

汚泥 -  40,000 ｔ 

汚染土壌 -  60,000 ｔ 

販売実績量の推移 

再生砕石 － 126,417 ｔ 

改良土 － 8,328 ｔ 

再生骨材 H -  700 ｔ 

主な調達先 

ゼネコン各社 

主な供給先 

ゼネコン各社、道路会社 
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8.4  株式会社リーテム 

8.4.1  事業者情報 

名    称 株式会社リーテム 

本社住所 〒101－0021 東京都千代田区外神田三丁目 6 番 10 号 

資本金、出資金 100,000  千円        

従業員数 146 人 

設立年月日 昭和 26 年 6 月 2 日 

URL http://www.re-tem.com/ 

 

 

事業概要 

資源のリサイクル及びリユース / 製鋼原料及び非鉄貴金属原料の売買 / 

建築物・工作物の解体・移設・撤去 / 資源循環・リサイクルに関するコンサ

ルティング /エコインダストリアルパークなどにおけるリソースマネジメント及

びエコセンターマネジメント /産業廃棄物処分（中間） / 産業廃棄物収集

運搬 / 一般廃棄物処分 

事業所写真 

  

問合せ先窓口 

部署名 マネジメント推進部 

担当者名 工藤 博之 

連絡先 

電話番号 03-5256-7041 

FAX 03-3251-5805 

E メールアドレス hiroyuki-kudo＠re-tem.com 
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8.4.2  技術情報(1) 

キーワード 高性能特殊破砕機による高精度リサイクル 

技術名称 破砕・選別技術 

技術の分類 破砕・選別 

目的・用途 
高性能特殊破砕機を導入し、鉄スクラップのリサイクルと共に、鉄以外の有用

な非鉄貴金属を選別リサイクルしています。 

特長 

SET 内の東京工場と水戸工場の２工場で連携：東京工場で破砕処理した非鉄

金属混合物を水戸工場でさらに高品位処理、金銀銅滓、ステンレス、アルミニ

ウム等に細かく選別し、埋め立て処分向けの廃棄物の発生を無くし、ゼロエミッ

ションを達成させています。 

設備、製品等の 

写真、イメージ 
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処理フロー図 

 

廃棄物の種類 

産廃 廃プラスチック類(ＰＥＴ除く) 受入条件、形状 

爆発危険物、腐食

等危険物、放射性

危険物は受入不可 

産廃 
廃小型家電類(家電 4 品目

以外) 
受入条件、形状 

爆発危険物、腐食

等危険物、放射性

危険物は受入不可 

産廃 

その他金属くず（品目：金属

系複合材・電子電気機器・

情報通信機器） 

受入条件、形状 

爆発危険物、腐食

等危険物、放射性

危険物は受入不可 

産廃 ガラスくず 受入条件、形状   

産廃 その他（コンクリートくず） 受入条件、形状   

産廃 陶磁器くず 受入条件、形状  

産廃 廃木材 受入条件、形状 
爆発危険物、腐食

等危険物、放射性

危険物は受入不可 

有償 その他（金属くず・廃プラ類） 受入条件、形状 

爆発危険物、腐食

等危険物、放射性

危険物は受入不可 

一廃 その他（普通ごみ） 受入条件、形状 
爆発危険物、腐食

等危険物、放射性

危険物は受入不可 
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供給資源・製品 鉄シュレッダー 形状 
シュレッダー機械

加工したもの 

アピールポイント 

廃棄物等排出

者側のメリット 

例) 処理料

金、買取料

金、環境負荷

削減効果、等 

・埋め立て処分向けの廃棄物の発生を無く

し、ゼロエミッションを達成させています。 

・施錠保管、監視カメラ等万全を期すセキュ

リティ体制により情報漏洩や盗難を防止しま

す。 

・再資源化完了報告書の発行サービスを実

施しています。 

製品購入者側

のメリット 

例) 環境負荷

削減効果、製

品の品質、販

売価格、等 

高性能特殊破砕設備及び２工場の連携によ

り、高品位処理、金銀銅滓、ステンレス、ア

ルミニウム等に細かく選別しており、純度が

高い製品となります。 

 
 

8.4.3  技術情報(2) 

キーワード 収集→処分→新規設置の一括請負によるワンストップサービス 

技術名称 収集運搬技術 

技術の分類 収集・運搬・保管 

目的・用途 廃棄物・有価物の収集運搬 

特長 

貨物自動車運送事業（青ナンバー）を取得し、当工場への収集運搬の他、新し

い什器・備品等の運搬・設置作業等も行い、業務管理の一元化をご提供してい

ます。 

 

 

設備等の写真 
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廃棄物の種類 

産廃 廃プラスチック類(ＰＥＴ除く) 受入条件、形状 
爆発危険物、腐食等

危険物、放射性危険

物は受入不可 

産廃 
廃小型家電類(家電 4 品目

以外) 
受入条件、形状 

爆発危険物、腐食等

危険物、放射性危険

物は受入不可 

産廃 

その他金属くず（品目：金属

系複合材・電子電気機器・

情報通信機器） 

受入条件、形状 
爆発危険物、腐食等

危険物、放射性危険

物は受入不可 

産廃 ガラスくず 受入条件、形状   

産廃 その他（コンクリートくず） 受入条件、形状   

産廃 陶磁器くず 受入条件、形状   

産廃 廃木材 受入条件、形状 

爆発危険物、腐食等

危険物、放射性危険

物は受入不可 

アピールポイント 
廃棄物等排出

者側のメリット 

例)処理料金、

買取料金、環

境負荷削減効

果、等 

貨物自動車運送事業（青ナンバー）を取得

し、当工場への収集運搬の他、新しい什器・

備品等の運搬・設置作業等も行い、業務管

理の一元化をご提供しています。 

 

8.4.4  実績情報 

 
品目名 平成 20 年度 平成 24 年度 単位 

処理実績量の推移 

金属くず 4,700 9,900 ｔ 

廃プラスチック類 1,200 2,200 ｔ 

ガラス・コンクリート・陶磁器くず 280 590 ｔ 

木くず 12 110 ｔ 

受入可能量 混合物 -  80,000 ｔ 

販売実績量の推移 金属くず 4,700 9,900 ｔ 

主な調達先 

主に製造業、リース業など 

主な供給先 
主に製鉄業など 

― 115 ― 



技術開発の実績 

(過去 5 年間) 

平成 23 年 3 月より独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）助成事業「電子基板等からのタンタル回収の実用化にむけた研

究開発」（以下、本事業）を実施し、その結果、世界初の電子基板からの

タンタルコンデンサ回収のための実用可能なラインを構築しました。 

海外展開の実績 

(過去 5 年間) 

・中国太倉市の自社工場と国内自社工場の連携により、廃プラ類やハーネス

類を中心に国際資源循環へ取り組んでいる。 

・中国天津市の天津経済技術開発区(TEDA)で EID の実現を目指して事業展

開を進めている。 

平成 22 年より経済産業省「茨城県-天津市循環型都市協力事業」として 3 年

間、現地で工業系廃棄物のマテリアルフロー調査や産官学の協力体制づく

り、廃棄物の管理報告制度の試験導入に取り組んだ。 

・アジア諸国を中心に、海外拠点における廃電気電子機器等のリサイクル技

術および設備の導入展開を行っている。 

補助金等支援策の活

用実績(過去 5 年間) 

・環境省「使用済小型家電の回収モデル事業（茨城県事業運営業務）」

(H.20-H.22 年) 

・経済産業省「茨城県-天津市循環型都市協力事業」(H.22-H.25 年) 

・NEDO「電子基板等からのタンタル回収の実用化研究」(H.23-H.24 年) 

・環境省「静脈産業の海外展開促進のための実現可能性調査等支援事業」

(H.24-H.25 年) 

・経済産業省「インフラ・システム輸出促進調査等」(H.24-H.25 年) 
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